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〒190-0192（個別郵便番号）東京都西多摩郡日の出町平井2780  TEL  042（597）0511（代）　FAX  042（597）4369
開庁時間　午前8時30分～午後5時15分　閉庁　土・日曜日、祝日、年末年始（12月29日～翌年1月3日）

日の出町長選挙・日の出町議会議員補欠選挙
の お知らせ

　４月15日任期満了による日の出町長選挙を次のとおり執行します。

　告示日　　　　　　３月20日（火）
　投票日　　　　　　３月25日（日）
　選挙会（開票）　　 ３月 25日（日）

選挙権
年齢要件　平成12年３月 26日までに生まれた方
住所要件　平成29年 12月 19日までに住民基本台帳法に基づく転入届出をし、投票日まで引き続き町内
　　　　　に住所を有する方（12月 20日以降に転入届出された方は、投票できません。）

期日前投票
　　期間　３月21日 ( 水・祝 )～３月 24日 ( 土 )　　時間　午前８時30分～午後８時
　　場所　役場１階　町民談話室　　　　　　　　　　持物　入場整理券（届いている場合）

入院 (入所 ) 中の方の投票
　入院 (入所 ) 先が、都道府県選挙管理委員会の指定する不在者投票指定施設となっている病院、老人ホー
ム等は、その施設の事務の方などに申し出ると、施設内で不在者投票が行えます。
　不在者投票指定施設になっているかどうかの確認は、その施設の事務の方などにお尋ねください。（郵送
期間等要しますのでお早めにご確認ください）

郵便による不在者投票
　身体的な理由で投票所に行くことが困難な場合に郵便等を利用し投票を行う制度です。利用には「郵便等
投票証明書」の交付が必要です。対象要件は次のとおりです。
　①「身体障害者手帳」をお持ちの方
　　両下肢、体幹、移動機能の障害 (１･２級 ) ／心臓、じん臓、呼吸器、膀胱、直腸、小腸の障害 (１･３級 )
　／免疫、肝臓の障害 (１～３級 )
　②「戦傷病者手帳」をお持ちの方
　　両下肢、体幹の障害 (特別項症から第２項症 )／心臓、じん臓、呼吸器、膀胱、直腸、小腸、肝臓の障
　害 (特別項症から第３項症 )
　③介護保険の被保険者証の要介護区分が「要介護５」である方
　　代理記載制度　郵便等での不在者投票ができる選挙人で、上肢、視覚の障害の程度が「身体障害者手帳」
　で１級、または「戦傷病者手帳」で特別項症から第２項症までの方は事前の届出で、投票の代理記載が認
　められます。
　　「郵便等投票証明書」が必要な場合は、お早めに町選挙管理委員会で手続きをお願いします。なお、当
　制度による投票用紙の請求は３月21日 ( 水・祝 )まで。詳細はお問い合わせください。

選挙公報　　　各世帯へ配布します。

開　　票
　日時　３月25日 ( 日 ) 　午後９時開始　　　会場　役場３階　第１・２会議室

立候補予定者説明会
　町長選挙・町議会議員補欠選挙に立候補を予定されている方は、説明会を開催しますので、必ずご出席く
ださい。
　日時　２月14日 ( 水 ) 午後２時　　　　　　場所　役場３階 第１・２会議室

※代表者の方は、印鑑（スタンプ式不可）をご持参ください。出席は、立候補予定者を含めて、３人以内と
させていただきます。

問　選挙管理委員会 (総務課庶務係 ) 　内　302

　また、日の出町議会議員に欠員が
生じたため、日の出町長選挙と同期
日に、日の出町議会議員補欠選挙を
執行します。
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平成30年４月から国民健康保険制度が変わります
　「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律」の成立（平
成 27年 5月）により、国民皆保険を将来にわたって守り続けるため、平成 30年４月から、これ
までの区市町村に加えて都道府県も保険者となり、国民健康保険制度を共に担うこととなりました。
また、国民健康保険の財政運営の責任主体が区市町村から都道府県に変わり、安定的な財政運営や
効率的な事業の確保等、国保運営の中心的な役割を担い、制度の安定化を図るため、これまでは区
市町村が個別に保険給付費等を推計し、保険料（税）額を決定していましたが、今後は、都道府県
が区市町村毎の医療費水準や所得水準を考慮した「国保事業費納付金」の額と「標準保険料率」を示し、
これらを参考に区市町村が保険料（税）額を決め、賦課・徴収を行うこととなります。（※平成 30
年度日の出町国保税率の改定を行う場合は、３月までに決定いたします。）
　国民健康保険は、国民皆保険の最後の砦です。持続可能な社会保障制度の確立を図るため、平成
30年度からの制度見直しにご理解とご協力をお願いいたします。

＝都道府県と区市町村の役割分担＝

＝制度改革に伴う日の出町の国保加入者における主な変更点＝
①国民健康保険の資格情報を都道府県単位で集約します。
　今回の制度改革により、東京都が保険者となり資格情報を集約します。そのため、平成 30年４
月以降は、東京都内の他区市町村への住所異動の場合は、資格の喪失および取得が生じません。
ただし、被保険者証は異動ごとに新たに交付されるため、異動前の区市町村へ以前の被保険者証は
返却していただく必要があります。（※特に住所異動がない限り、被保険者証の変更手続きをする必
要はなく、国民健康保険被保険者証の最初の一斉更新（2019年 9月 30日）までは資格があれば
現在の被保険者証をそのまま使えます。）

②高額療養費の多数回該当を都道府県単位で判定します。
　平成 30年４月以降は、東京都内の他区市町村への住所異動で、世帯の継続性が保たれている場
合には、多数回該当（該当月を含めた過去 12か月間に４回以上高額療養費に該当する場合に、４
回目以降の自己負担額が変更となります）の判定に係る該当回数を異動先の区市町村でも引き継ぎ
ます。ただし、引き継ぎ対象は平成30年４月以降の療養となります。

問　町民課 保険年金係　内　284

都道府県の主な役割

財政運営の責任主体

国保運営方針に基づき、事務の効率化、標準化、広域化を推進

区市町村ごとの標準保険料（税）率を算定・公表

保険給付費等交付金の市町村への支払い

区市町村の主な役割

国保事業費納付金を都道府県に納付

資格を管理（被保険者証等の発行）

標準保険料(税 )率等を参考に保険料(税 )率を決定

保険料（税）の賦課・徴収

保険給付の決定、支給

都道府県

A　区

B　市

日の出町

運営方針の策定
（都道府県内の統一的方針）

都道府県が区市町村
ごとに決定した国保
事業費納付金を区市
町村が納付する

保険給付に必
要な費用を、全
額、各区市町
村に支払う（交
付金の交付）

子育て支援の充実とお年寄りや障害者にやさしい町づくり !！




